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　　　　　　 多国籍企業 と経済政策

一 戦略的租税政策の 多様性 と 日本の 産業再生 一

洞口　治夫 （法政大学）

要　　旨

　本研究で は、多国籍企業をめ ぐる経済政策のあ り方、とりわけ国家に よ る徴税権行使の あ り方 に つ い て検討

す る 。 地域連携 に よ る関税引 き下げ政策 と、経 済特 区におけ る法人税優遇措置を具体例 と して取 り上げる 。

ASEAN 自由貿易地域 （AFrA ）、 欧州連合 （EU ）に お ける多国籍の 企業行動を フ ィ
ール ド調査に よ っ て 跡付け

る と、多国籍企業 の 生産 ・販売 の 連鎖 が域内取引 で 完結 して い ない こ とがわかる 。 また、い ずれ の 地域 に お い

て も、対中国との競争が意識され て い た 。 中国の経済特区に おける外国企業に対する課税優遇措置が産業集積

を生 み 出 して い る事実と比較する と、日本 の 「構造改革特区」で は 、沖縄 を例外 と して 法人税優遇措置が与え

られて お らず、産業の 再生 に与え る影響は 限 ら れ た もの とな る こ とが予想 さ れ る 。 日本とシ ン ガ ポ ール との 間

に 「新時代経済連携協定」が 締結 され た が、そ れ に よ っ て 日本 国内 の 構造改革 が 進 む とす る　部 の 研究者 の 判

断 は、FTA に対す る 過剰 な期待を表した もの にす ぎない 。
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は じめ に

　本研究の 目的は 、多国籍企業をめ ぐる経済政策 Cl）

と して 経済特区 と自由貿易協定 （FrA ）を取 り上 げ、

その 影響を評価する とともに、日本経済の 再生 に資

す る経済政策と は どの よ うなもの か を論ず る こ とで

ある 。 経済特区と自由貿易地域 の 双方ともに 、国家

に よ る合 目的的な租税政策 とい う側面 を持 っ て い る 。

前者は、一
国内 の特定指定地域 に お ける法人税 ・関

税 の 減免措置 を、後者は特定国か らの 貿易に関する

…国全体で の 関税率引き下げを、その 内容として い

る。本研究 で は、こ う し た租税政策の
一

律適用 か ら

の 離脱 とい う点を強調する意味で、「戦略 的租税政

策」とい う用語を用 い る 。 その 主体は 、国家あるい

は
一

国 政 府 で あ る。

　1970 年代に は、多国籍企業に よ る国内市場参入 を

規制 し よ う とす る国 と、参入 を促進 しようとす る

国 々 が 並存 し て い た （2）
。 前者の 代表は ポ ル ・ポ ト派

に率 い られて 国際経済から自国を遮断 したカ ン ボジ

ア で あ っ た 。 後者の代表は 、 ア ジア MEs と呼ば れ

る国ない し地域であ っ た。韓国 ・台湾 ・シ ン ガポ
ー

ル
・香港とい っ た国 ない し地域の 目覚ましい 経済成

長は 、多国籍企業に よ る 国内市場参入 を規制 して い

た 国 々 に対 して も大 きな影響を与えた 。 韓国 ・台湾
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における馬山、高雄 とい う輸出加工区の 形成 は、東

ア ジ ア をは じめ 、 世界の 中進国 に お ける経済政策類

型 の 先鞭 とな り、そ の 後、世界各国 に輸出加工 区が

形成 された（3）。多国籍企業 に よる製品 の 輸出を条件

と して 、輸入関税を減免し、法人所得税を免除する

と い う政策パ ッ ケ
ージ に よ っ て 、技術 移転 と雇用創

出が政策的 に企図 された の で あ る。

　 ヨ
ー

ロ ッ パ を中心 と した 地域連携 は、EU の 形成

として結実 し、
ユ ーロ とい う新たな通貨の 生成に つ

なが っ た 。 それ は、北米 自由貿易協定 （NAFrA ）や

ア セ ア ン 自由貿易地域 （A正TA ）を始 め、多数 の 地

域間自由貿易協定の成立 に つ なが り、 1990年代を特

徴づ ける 経済政策の 類型を生 み 出 した 。 自由貿易圏

の形成 に よる域 内関税 の 引 き下げ政策である 。

1．地域市場統合 と多国籍企業の 行動

　自由貿易協定 （Free　Trade　Agreement ，
　FrA ）に

よ っ て 域内関税 を引 き下 げ る こ との 効果 は い くつ か

主 張さ れ る 。 第一は、貿易創出効果 で あ り、域内関

税が引 き下げ られ る こ と に よ っ て 域内貿易が 活発化

する、とい う。 第二 は、貿易自由化へ の取 り組み の

過程で 、 関税手続 きの 迅速性、透明性、共通性が求

め ら れ る  
。 第三 は 、 域 内貿易の 自由化に より、後

方連関効果 を持 つ 産業にお い て は部品 ・
原材料の 調

達 コ ス トが低 くなる こ とか ら、他の 自由貿易地域に

比較 して 域内か ら域外へ の 輸出が有利 に なる こ とが

考え られ る 。 第四 は、輸出競争力を求め る多国籍企

業 が 、立 地先 と して 自由貿易地 域 内を選択す る、と

期待され る 。

　地域自由貿易協定に よっ て 生まれるとされ る、こ

うした プラ ス の効果に対する論理的な反論が成立す

る こ とに、注意が必要 で ある 。 第一
に、貿易創出効

果が 生 まれ て も、 同時に 、 貿易転換効果も発生 しう

る。したが っ て、関税保護がな くなる こ とに よ っ て

貿易数量が減少する可能性 もある  。第二 に、関税

手続きの 迅速性、透明性、共通性は、地域 自由貿易

協定とい うよりも世界貿易機関 （WTO ）の ラ ウ ン ド

におい て 達成が 目指されるべ き課題 と も言える 。 第

三 に、域内部品調達比率が高まる ため に ロ ー
カ ル ・コ

ン テ ン ツ 規制が適用 され る こ とが 域内貿易の 条件に

なる とすれ ば、域 内貿易 の 自由化 とは、本質的 に 規

制の 網を強め る こ とを意味 して い る 。 第四 に、多国

籍企業が、すで に 関税を回避する ため の 直接投資を

行 っ て い た とすれ ば、その 多国籍企業は 生産拠点を

集約化す る か、あ る い は域外か ら の 供給をする可 能

性がある 。 また 、 そもそも、関税率を上 回 る価格格

差が存在する 生産拠点が 域外に存在する ならば 、域

外からの 部品 製 品の 輸入に よ る供給が行わ れ うる 。

　洞口 ［2002］は 、 1999年か ら2000年に かけ てAFrA

に お い て活動する 日系企業で の イ ン タ ビ ュ
ー
調査 を

行 っ た 。 そ こ で の 調査結果 を要約すれ ば、以下 の 三

点に まとめ られる 。 第
一

は、電機電子産業に分類 さ

れ る多国籍企業の 子会社は 、主要な部品をAFTA 域

外か ら調達 し、また、域外へ 輸出するオペ レー
シ ョ

ン をして い た。そ の た め に 、AFrA の 形成に よ っ て

貿易利益 が得られ る と期待 して い なか っ た   。第二

に、生 産拠点の 集約化は ゆ る や か に行わ れ て い たが、

それは中国を中心 と した コ ス ト競争力 の あ る 地域の

重要性が増 したためで あ っ て 、 自由貿易協定の 影響

と即断す る こ と は で きなか っ た 。 第 三 に 、自動車

メ ーカーにお い て は 、 BBC 以来 の部品調達網がで き

あが っ てい たため に、域内関税 を節税する こ とが可

能で あっ た 。 ただし、そ の メ リ ッ トが商品価格の 引

き下げをもた らして 、消費者に メ リッ トを与えて い

る か否か は 確定的 で は なか っ た。

　洞 口 ［2003b ］で は 、1999 年か ら2002年 に かけ て

フ ラ ン ス 、イ タ リ ア、ス ペ イ ン、ドイツ 、オ ラ ン ダ、

ス ウ ェ
ーデ ン 、フ ィ ン ラ ン ドに お い て ヨ

ー
ロ ッ パ 、

ア メ リ カ 、 日本の 多国籍企業に イ ン タ ビ ュ
ー

調査 を

行 っ た結果 をまとめ た 。 本稿に関連する事実発見に

限定する と、 そ の結果の 概要 は、以下 の 二 点にま と

め られ る 。 第一・に、EU 市場の成立 を引き金 として

ス ペ イ ン、イタリア の 生産拠点の 集約化を行 っ た と

回答 した企業 として は、ス ウ ェ
ー

デ ン の エ リク ソ ン
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があ っ た。ただ し、それが携帯電話市場 で の 競争力

喪失とどの程度関連 して い たの かは 、 イ ン タビ ュ
ー

で は 明 らか に な ら な か っ た 。 第二 は 、 EU 市場を越

えて 、域外 に 生 産拠点 を持 つ 企 業が あ っ た 。
マ ル タ

島、マ レ
ーシ ア、シ ン ガ ポ

ール、モ ロ ッ コ 、中国 に

工場を持つ と回答 したの は半導体製造大手の ST マ

イク ロ ・エ レ ク トロ ニ クス であ り、メ キ シ コ 、ハ ン

ガ リー、中国に工 場を持つ と回答 したの は、ノ キ ア

を中心 とした携帯電話 メ
ーカー

の た め の 配線基板製

造 メーカ ー （EMS ）で あ る エ ル コ テ ッ クで あ っ た。

　自由貿易協 定の 締結 が 、域内貿易を活発化さ せ る

か否かに は議論 の 余地 が ある 。 関税に よ っ て守られ

て い る商品の 価格が下落すれば、そ の 商品の輸入が

増え る こ とは論をまたな い
。 しか し、多国籍企業 の

活動 をイ ン タ ビュ
ー

調査に よ っ て フ ォ ロ ーす る と 、

自由貿易地域 の形成や市場統合が、貿易促進的に働

くとは確言で きない 。 多国籍企業の 活動は、す で に

「地域」の枠 を越え て広が っ て い る からで ある。

2．輸出加工 区 ・経済特区と産業集積の 形成 一
日

　本における戦略的課税政策の 欠es　一

　韓国 ・馬山、台湾 ・高雄が輸出加 工 区 の 嗜矢で あ

り、多国籍企業の誘致政策が積極的に行われ て きた

とい う点で、東アジアには、政策的なイノ ベ ーシ ョ

ン が あ っ た とみ る こ とが で きる。製造業拠点か らの

再輸出を条件と して 、法人所得税を減免 し、関税手

続 きを簡素化す る とい う投資優遇税制 の パ ッ ケージ

は、全世界に広が っ て い る（η
。 その なかで 、中国に

おける経済特区は、欧米、日本、ア ジア、中国国内

の 企業か らの 投資を集 め て、一
大加 工 基地 を形成 し

て い る （8）。

　上海外高橋保税区連合発展有限公司 で の イ ン タ

ビュ
ー  に よ れ ば、上海外高橋保税区に は、2002年

4月現在で 5300社の 企業が設立 され て い た 。 その う

ち日系企業は 約 10パ ーセ ン ト、600社程度であっ た 。

外高橋の 保税区は 1990年に設立 された 。 こ こ で は、

法人を 4 種類に分けて い る 。   商社 ・貿易会社、 

パ ー
ツ セ ン ター （distribution　center ）、  生産 工 場、

  公共物流である。 輸出加工 区や開発区とは異なっ

て 、い くつ か の 特典 と もい える 政策 ス キーム が適用

され て お り、その 中心 は 、法人所得税 の 優遇策 で あ

る 。 た とえば 、 生産会社の場合に は、設立 1年目と

2年 目に お い て ゼ ロ パ ーセ ン ト、3〜5年目まで が 7．5

パ
ー

セ ン ト、6年目以降が 15パ ーセ ン トとな っ て い

る（10）。貿易会社
・
生産企業ともに 設立条件と して は

20 万米 ドル 以上 の 登録資本金が必要 で あ り、前者 は

使用面積20平方メ
ートル 以上、後者は、使用面積400

平方 メ ートル 以上 とい う規定が ある。

　中国に おけ る多国籍企業誘致 は、低賃金労働 と い

う要素賦存の み を要因と して い るの で は ない
。 中国

国内市場 の 需要 を目的と した投資 も行わ れ て きた

（洞口 ［2003a］）が、多国籍企業に対する大胆な税制

上の優遇策が採用されて い る こ とが重要である。 法

人税制 の 優遇措置 は、自由貿易協定の 締結よ りも、

多国籍企業の 行動に大きな影響を与え る 。

　 目本 にお い て 策定され た構造改革特区に つ い て み

る と、沖縄 を 例外 と して 税制優遇 策は採用 さ れ て い

ない
。 その 沖縄で も法人所得税 の 減免は 35 パ ーセ ン

トで しか な い
。 税制に関す る表面上 の 公平が維持さ

れ て い るため に、地域振興政策 と しての 機能を果 た

さない 可能性がある。 日本に お い て は 、 税制優遇措

置 を 戦略的 に発動す る こ と に よ っ て 地域振興 に つ な

げる とい う視点が ない 。 日本の 産業再生の た め の 重

要な 政 策的 ツ
ー

ル とな るべ き方策が、無視 されて い

るの で ある。

3．シ ン ガポ ール との 「新時代経済連携協定」

　日本 ・シ ン ガ ポール 新時代経済連携協定 （JSEPA ）

は、2002 年1月に 両国首脳 に よ る 署名が 行わ れ、2002

年11月に 発効した。日 本が始め て 締結 した 自由貿易

協定 として 、どの ような期待が こ め られ て い たか を

振 り返 る と 、 以下 の ような論者の 主張を見出す こ と

が で きる 。

　浦田 ［2002］は、次 の 三点 を主張する 。 すなわ ち
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「日本に とっ て の FTA の 意義で 最 も重要な もの は、

低迷す る 日本経済の復活に欠 か す こ とが で きな い 構

造改革の 起爆剤 とな り得る こ と で あ る」（6ペ ージ〉。

また 「FrA に よ り相手国の 貿易障壁が撤廃さ れ る こ

と で 、日本企業 の ビ ジ ネス チ ャ ン ス の 拡大 につ なが

る」（6 ペ ージ）こ と、「正TA は相手国経済に も同様

の プ ラ ス の 効 果をもたらす」（6 ペ ー
ジ）こ と、そ し

て 、日本 ・シ ン ガ ポール新時代経済連携協定の よ う

に 「WTO な どの 国際 的な取 り決めにお い て 現時点

で は含まれ て い ない 要素を含む EPA （経済連携協

定、引用者注）を設立する こ とが で きれば、日本は

国際的ル
ー

ル の構築に貢献する こ とが で きる」（7

ペ ージ）とい う。

　木村 ・鈴木 ［2003］は 、 次の ように書 く。

　「東 ア ジ ア に お け る 地 域統合 の 動 きの 中 で 、

JSEPA が成立 した こ との 意義は大 きい 。こ れに よ

り、日本が戦略的に東ア ジ ア経済統合を目指す意志

を固め て い るこ とが誰 の 目に も明 らか に な っ た。ま

た、最初の提案からわずか 2年で署名に こ ぎつ けて

い る こ とか ら、しば しば 優柔不断 と揶揄 される日本

もFrA を結ん で い く能力を有 して い る こ とが証明さ

れた」（218 ペ
ー

ジ）。

　筆者 は 、上 記 に 引用 した判 断 に 同意 で きない 。

FI］A へ の期待と日本 ・シ ン ガポール新時代経済連携

協定と の 間 に は ギ ャ ッ プ があ る、と筆者 は 認識す る 。

すなわち、浦田 ［2002］、木村 ・鈴木 ［2003］の記

述 は、主観的 で あ り、かつ 、事実 と期待をす りかえ

る論調で あ る 。 筆者は 、
エ コ ノ ミス トと呼ばれ る

人 々 が 「望ましい 政策」を議論する こ とを排除する

もの で は ない が、しか し、そ の 「望 ま しい 政策」の

前提 に は、周到な社会科学的分析が基礎 とな っ て い

る べ きだ と考え る 。

　以 ド、まず浦田 ［2002 ］の 主張に つ い て 三点の 疑

問を提起 した い
。

　第
一

に、浦 田 ［2002］の 主張す る 「構造改革の 起

爆剤」とい う効果を日本 ・シ ン ガ ポール 新時代経済

連携協定 に 見出す こ とは 困難 で ある 。 こ の 点は 、複

数 の 研究者か らの 指摘がある。た とえば中北 ［2002］

は、シ ン ガ ポ ール との 交渉の 過程で 「金魚」の 自由

化に関して農林水産族議員の 反発があっ た こ とか ら、

「二 国間交渉に よる国内利権構造の 打破とい う発想は

まっ た く状況認識が甘 い 」（107ペ ージ） と指摘 して

い る 。 また、木村 ・安藤 ［2002］が正 しく指摘 して

い る （llは うに、シ ン ガポ
ー

ル との FI］A は、「実効税

率ゼ ロ の もの をゼ ロ と約束 しただけである か ら、実

質的な 自由化 の メ リッ トは一
切発生 しな い 」 （118

ペ ージ）し、「農業部門 の 保護を継続 したい とい う立

場 から見れ ば、まさに 「国内の 農林水産業に悪影響

は い っ さい 及ば な い 』」（118 ペ
ー

ジ）の で あ る 。

　第二 に、浦田 ［2002 ］の 主張す る よ うに 、日本 ・

シ ン ガ ポール 新時代経済連携協定は 、 両国の ビ ジネ

ス
・チ ャ ン ス を広げる、と即断する こ とは で きな い

。

第 1図は日本か らシ ン ガ ポ
ー

ル へ の 輸出、第 2図 は

日本の シ ンガ ポール か ら の輸入を グ ラ フ に した もの

で ある、2002年 11月 に発効 した FI］A の 効果 を、わ

ずか 1年で 測定する こ とはで きない が、2002年と比

較す る と、わずか に上向きで あ り、1996 年 をピー
ク

とす る トレ ン ドとして は下降局面 に あ る こ とがわか

る 。 第 1表に は、日本とア ジ ア諸 国との輸出入金額

の 変化 をま と め た。2002 年と 2003 年とを比較 して

み る と、日本からの輸出が大きく伸びた の は中国、

韓国、タ イ、台湾、香港で あ り、日本へ の輸入 が増

加した の は中国、韓国、タ イ 、
マ レ ーシ ア で あ っ た 。

シ ン ガ ポ
ール の 対日輸出入 の 変化は 、相対的に緩や

かなもの で あ っ た こ とがわかる。中国との 輸 出入 の

増加が 、FrA に よ る もの で はな く、 経済特区の創設

を一
因 と した もの である こ とは前述した が、FrA の

創設 と ビ ジネス ・チ ャ ン ス の 拡大 を 短絡 させ る こ と

に は、疑問の余地がある 。 山澤 ［2002］によれば、374

社か ら 回答を得た ア ン ケ ート調査の 結果、日本と シ

ン ガポ
ー

ル との FI］A に よっ て 「プ ラ ス の 影響」を受

け る と した 回答 が 約 35％ 、「影響が な い 」と 回答 し

た企業が60％ に近い 比率で あ っ た こ とが報告され て

い る 。
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　　 第 1 図 　 日本 の 対 シ ン ガ ポ
ー

ル 輸 出金額 の 推移

　　　　　　　　　　　　　　　 （単位、1000ドル ）
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〔出 所 ） 日 本貿 易振 興 会 （ジ ェ トロ ）経 済 分 析 部 『日本 の 貿 易 動 向 　2003 』、

　　　 104 ペ ー
ジ よ り筆者作成。

　 第 2図
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（出所） 日本貿易振興会 （ジ ェ トロ ）経 済分 析部 r日本の 貿易動 向　2003亅、
　　 　 104 ペ

ー
ジ よ り筆 者作成。

第 1表 　日本とア ジ ア諸国 との輸出入金額

（争位、100 万 ドル 、％ ）

日本か らの 輸出 日本の 輸入

2002 年　　 2003 年　　 伸 び 率 2002年　　 2003 年　　 伸 び率

中国 39865．6　　　　57219，2　　　　　43，53 61691．6　　　　75192．8　　　　　21．88

韓国 28546．9　　　　34675．1　　　　　21，47 15454 ，0　　　　17841．4　　　　　15．45

台湾 26202．1　　　　31174，2　　　　　18，98 13526 ，4　　　　14254 ．4　　　　　　5．38

香港 25376，9　　　　29784，3　　　　　17，37 1416 ，3　　　　　1340．7　　　　− 5．34

シ ン ガ ポ
ー

丿レ 14152 ．0　　　　14781 ．4　　　　　　4．45 4990 ，5　　　　　5418 ．8　　　　　　8．58

タ イ 13189．1　　　　159729 　　　　　21．11 10483 ．8　　　　11837 ．5　　　　　12．91

マ レ
ー

シア 10992．9　　　　11205，4　　　　　　1．93 11164，6　　　　12538．6　　　　　12．31

ブ イ リピ ン 8438．2　　　　　8967．9　　　　　　6，28 6515，1　　　　　7017．3　　　　　　7．71

イ ン ドネ シア 62202 　　　　　7146．8　　　　　14．90 14174ユ　　　　16357，5　　　　　15．40

（出所） 日本貿易振 興会 （ジ ェ トロ ）経済分析部 『日本の 貿易動向　2003』、48、54、60 ペ ー
ジよ り筆者作成 n
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　第三 に、WTO に 比較 し て先進的な取 り決め が な

され た か 、と い う点 に つ い て も慎重 な考察が 必要 で

ある 。 そ もそ も、バ グ ワ ッ テ ィ （Bhagwati， ［2002］）

が指摘す る 「ス パ ゲ ッ テ ィ現象」の よ うに、二 国間

F’1］A の 増殖に よる原産地規則 （rules 　of　origin ）の 複

雑化は、WTO の貿易無差別の 原則を揺る が し、 関税

手続 きの コ ス トを増大 させ る 。
バ グ ワ テ ィ ＝パ ナ ガ

リヤは、「ア マ チ ュ ア の 地政学的政治家や経済地理学

者」に よ っ て 「任天堂の ゲー
ム 」（77 ペ ージ）の よ

うに貿易地域 （trade・blocs）が 形成 され て い く危険

に 注意を 喚起 し て い る ｛12 ）
。

　木村 ・鈴木 ［2003］の 言明も、 冷静な判断か らは

乖離した もの で ある 。 すな わち、日本 ・シ ン ガ ポー

ル 新時代経済連携協定 （JSEPA）が成立 した こ とに

より、 「日本が戦略的に東ア ジ ア経済統合を目指す意

志 を固め て い る こ とが誰 の 目にも明 らか にな っ た」

（218 ペ ージ）とい うが 、「東ア ジア経済統合」を目

指す 「日本」 と は、誰 の こ と を指す の か、不明 であ

る 。 すなわち、JSEPA の 設立 と「東ア ジ ア経済統合」

とを短絡させ 、その 「意志」な る もの を仮想する こ

とは、社会科学的 な学問的態度 とは 言 えな い 。2003

年時点 ま で の 日本 の 議 会で 「『東ア ジ ア経済統合』を

目指す」こ とが決議 された こ と は な く、日本 ・シ ン

ガ ポール に続 い て交渉が 進捗 して い たの は 、 日本 と

メ キ シ コ との FTA で あ っ た。

むすび

　FrA の締結を梃子 とした 日本 国内 の 構造改革、あ

る い は、日本の 産業競争力回復 とい うシ ナリオは、

日本 ・シ ン ガ ポール 新時代経済連携協定 （JSEPA ）

発効後
・一．
年 の 時点で は 、実現 さ れ て い な い

。 す で に

洞口 ［2001b］で 詳細に論 じた ように 、
二 国間交渉の

増殖が もた らす第
一

義的な効果 は、官僚機構の肥大

化 に他 ならない 。そ して 、官僚組織が獲得 した FrA

関連予算に誘引された シ ン ク タ ン クと学者の 「研究」

を生 み 出すこ とに な る 。 FrA を締結する こ とが善で

ある、とい う結論の 定まっ た 「調査」、「研究」報告

書の 山が 生 まれ る 。

　中国 に おけ る経済特区が世界 か ら多国籍企業 を集

め 、貿易輸出入 を増加させ て い る こ とをみ る と、日

本に おい て も貿易振興 の た め の 特区が 認 め られ て よ

い
。 沖縄は 、 そ の 先駆的な事例で あ り、 そ の 政策目

的と手段、そ して経済効果を冷静に分析する必要が

ある 。 経済特区の 創設は、国内 の 農業保護 と製造業

振興 とを同時に 可能にする こ とに も、 注意が必要で

あ る 。

　農業保護が継続し て い る の は 、農林水産族議員の

反発 によるもの とばか りは言 えない 。た とえば、農

林水産省と経済産業省とに分割され て い る縦割 り行

政 は、官僚 に、組織維持とい う推進力を与えて し ま

う。GDP に 占め る 日本農業 の 比率 と、第二 次、第三

次産業 との バ ラ ン ス を考える と き、農林水産省を独

立 した省と して 維持 して い る こ と こ そ が 、す で に、

構造改革が 不完全である証拠で ある 、とい え る か も

しれない （13）。農林水産省 の 解体が困難で あれ ば、わ

ずかばか りの 関税譲許品目とひ きかえ に 、 FrA に 関

わ る官僚組織 の 肥大化 を許 し て い くこ と に な る 。

FrA に より官が潤 う。

【注】

〔1）　 産業政 策、対 日直接投資に つ い て は、洞口

　　 ［1994］［1995］にま とめ た 。

（2）　 末廣 ［1981 ］、50〜51 ペ ージ に掲げられた第

　　 2 −5表に は、韓国 ・台湾 をは じめ東南ア ジ ア各

　　 国の外資導入法、投資奨励法が 1960年代後半

　　 に整備され た こ とが示され て い る 。

〔3）

〔4）

〔5）

〔6）

藤森 ［1978］は、1970 年代前半に つ い て の 事

実をまとめ て い る 。

経済産業省編 ［2003 ］、191 ペ ージ 。

比較優位説の理論に つ い て は洞口 ［2001b］に

おい て詳細 に説明 した 。

洞口 ＝下川 （Horaguchi 　and 　Shimokawa ．

一6一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Academy of Internetional Business Studies

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　工nternetional 　Business 　Studies

国 際 ビ ジネ ス 研 究学会年報 2004 年

（7）

〔8）

（9｝

（10）

Cl1〕

［2002］） を参照 され た い 。

たとえば、タ ッ ク ス ・ヘ イブ ン で 知 られ るパ ナ

マ に も輸出加工 区はあり、ア ジア に固有な政策

とい う意味 で は ない 。 また、保税区も世界各国

に事例 を み る こ との で きる 政策 ッ
ール で あ る。

マ レ
ーシ ア に お け る産業集積の 形成 に つ い て

は、洞 口 ［2001a］を参照された い
。

2002年5月 29 日、上海外高橋保税区連合発展

有限公司で の イ ン タ ビ ュ
ー

に よる。なお、こ の

ヒ ヤ リ ン グは 、（財）海事産業研究所 『ア ジア

経済の行方と物流 の将来展望 に関する研究会』

（座長 ・渡辺利夫）の
．一
環として行なわれた も

の で ある。記 して 感謝 した い 。

貿易会社 の 場合 は 、設立 1年 目 と 2 年 目に お い

て 1パ ー
セ ン ト、3 〜5 年 目ま で が 10 パ ーセ ン

ト、6年目以降が 15パ ーセ ン トとな っ て い る 。

こ の木村 ・安藤 ［2002］は 、木村 ・鈴木 ［2003］

と同
…

の木村教授に よる分析 で ある 。 木村
・
安

藤 ［2002］は学術論文 で あ り、シ ン ガ ポ ール と

c12）

（13）

の FrA に厳密な評価を与 え、木村
・
鈴木 ［2003 ］

に よ る ジ ェ トロ からの 出版物で は 「JSEPA が

成立 した こ との 意義は大きい 」 と書 く。

洞 口 ［2001b］は、こ の プ ロ セ ス を 「享楽的国

際化」と名づ け た 。 政治家、官僚機構、シ ン ク

タ ン ク、学者らに よ っ て 国際的 フ ォ
ーラ ム が形

成 され 、実質的 な取 り決め の な さ れ ない 国際会

議の 開催に よ っ て 、多額の 税金が支出 され て い

くプ ロ セ ス を指 して い る 。

た とえば、BSE 問題 を含む食 の 安全につ い て

は厚生労働省に、農林業に よる国土保全 に つ い

て は 国土交通省に、第
一一次産業か ら第三次産業

まで の バ ラ ン ス の とれた経済政策 は 経済産業省

に と、農林水産省を解体 して い くこ とが で きな

け れ ば、FTA に よ っ て 実効 1生の あ る市場開放

が行われ る こ とも困難かも しれな い 。もっ と

も 、 その 場合で も 、 官庁の 国際化予算か 肥大化

す る 可能性は残さ れ て お り、 そ れ をチ ェ ッ クす

る オ ン ブズ マ ン 制度 を充実 させ る必要 は あ る 。
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